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□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
■ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート

624 施策 交通環境の整備

総合的自転車対策事業 枚のうち 枚目

施策コード

管理事業　　　　　　　　　　　　　　

評価対象年度 令和元年度

1

市民ニーズ、社会的役割

　放置自転車等の移送台数は過去10年間で大きく減少している。しかし、一部
地域では放置自転車に関する要望が多く寄せられることから、今後も放置防
止活動等を継続する。

令和 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

①
総合的自転車対策事業
（交通対策費）

総務交通室
　放置自転車等の移送や放置防止指導等の対策を、自転車駐車場
運営と連携させることにより、総合的な自転車対策を実施する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

131,729
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 　事業目的である放置自転車の減少につながっており、今後も自転車駐車場運営と移送・保

管事業との連携が必要な事業である。
　ＪＲ岸辺駅前など局地的に収容能力の不足がみられる地域があり、早急の対策が必要で
ある。また、施設及び設備等の老朽化や人件費の高騰により、維持管理コストも増加してい
る。
　近年の電動自転車の普及により、従来の駐輪装置が適合しないケースが増えており、多
様化するニーズへの対応を迫られている。

令和 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

②
総合的自転車対策事業
（自転車駐車場費）

総務交通室
　自転車駐車場の運営等を、放置自転車の移送や放置防止指導と
連携させることにより、総合的な自転車対策を実施する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

527,884
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

　駅周辺の放置自転車等（原付、自動二輪を含む）ゼロを目的とし、駅周辺に
自転車駐車場が設置されているが、当施設は、原付のみ駐車可能であるた
め、利用率が横ばいとなっている。
　近隣の施設では自転車の収容能力が限界に達しており、当施設でも自転車
を駐車できるよう検討する必要がある。

令和 元 年度

継続

実施区分

③
千里ニュータウンプラザ施
設管理事業

総務交通室
　千里ニュータウンプラザ内の阪急南千里駅前西第２自転車駐車場
の維持管理を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

38,689
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

　阪急千里山駅周辺において、平成25年7月に自転車駐車場が供用開始した
ことで、放置自転車等が減少している。
　都市再生機構の直接施工制度によるため、都市再生機構への長期割賦分
の返済が令和11年度まで残る。

令和 元 年度

継続

実施区分

④
千里山駅前自転車駐車場
整備事業

総務交通室
　平成27年度から令和11年度までの期間、阪急千里山駅前東自転車
駐車場の整備にかかる都市再生機構への長期割賦分の支払を行
う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

2,537
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑤

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑥

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課


